
加算項目ガイド＜初回加算＞
初回加算　　【300単位】
▼算定に関する基準▼
◆新規に認定を受けて居宅サービス計画を作成する場合
◆要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合
◆要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合 
◆契約の有無に関わらず、当該利用者について、過去二月以上、当該居宅介護支援事業所において居宅介護支援を提供しておらず、居宅介護支援が算定されていない場合に、当該利用者に対して居宅サービス計画を作成した場合。
※なお、介護予防支援における初回加算についても、同様の扱いである。


▼留意事項▼
初回加算の趣旨は、新規の利用者等に対して一連の新規のケアマネジメント過程を行う
手間について評価を行うものです。必ず一連のケアマネジメント過程を行う事。
ケアマネジメント過程
○利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接し、利用者の解決すべき課題の把握（アセスメント）を行うこと。
○サービス担当者会議の開催等（やむを得ない理由がある場合のみ、担当者に対する意見照会も可）により、各サービス担当者と利用者に関する情報を共有すると共に、居宅サービス計画の原案について専門的な見地から意見を求めること。
○居宅サービス計画の原案について利用者又はその家族に説明し、文書により利用者の同意を得た上で、当該居宅サービス計画を利用者及びサービス担当者へ交付すること。
Ｑ＆Ａ
＜Q１＞

認定申請後に、要介護度（要支援度）が確定するまでの間、要支援と推定して地域包括
支援センターが暫定プランを作成し、サービス利用を開始したところ、認定の結果、要介
護と判定されたため、居宅介護支援事業所が遡って当該利用者と契約し、新規に担当することとなった。
（当該居宅介護支援事業所は、当該利用者の暫定プランに基づくサービス利用開始月において、アセスメントやサービス担当者会議等の一連の新規のマネジメント過程を行っていない。）
この場合、居宅介護支援事業所において初回加算を算定できるか？

＜A１＞ 
初回加算は、運営基準減算に該当する場合、算定することはできません。
この場合、暫定プランに基づきサービス利用を開始した月中に、当該居宅介護支援事業所が、アセスメントやサービス担当者会議、ケアプランの利用者への説明・同意・交付などの一連の新規のケアマネジメント過程を行っていないため、運営基準減算が適用となり、従って、初回加算は算定できません。


＜Q２＞

同一の利用者について、事業所は変わったが、担当の介護支援専門員が変更にならず、
当該介護支援専門員が、一連の新規のケアマネジメント過程を行った場合、初回加算は
算定できるか？
例えば、利用者の担当のＣ介護支援専門員が、法人内の異動によりＡ事業所からＢ事
業所へ変更となり、これに伴い、当該利用者もＡ事業所からＢ事業所へ移り、引き続き
同じＣ介護支援専門員が当該利用者を担当した場合、一連の新規のケアマネジメント過
程を適切に行っていれば、初回加算を算定できるか？

＜A２＞ 
結果として担当の介護支援専門員が同じであっても、Ｂ事業所として初めて当該利用者を担当することになるため、当該利用者について一連の新規のケアマネジメント過程を適切に行っていれば、初回加算を算定できます。
ただし、短期間で次々と事業所が変更になることは想定されず、初回加算を算定するた 

めの安易な事業所変更は不適切ですので注意が必要。

＜Q３＞

病院や施設等から退院・退所した利用者を新たに担当することとなり、一連の新規のケアマネジメント過程を適切に行った場合、当該新規利用者について、
「初回加算」と「退院・退所加算」を同時に算定できるか？

＜A３＞

「退院・退所加算」の算定基準において、「初回加算」を算定する場合は、「退院・退所
加算」を算定しない、と定められていることから、「初回加算」と「退院・退所加算」を同
時に算定することはできません。
なお、「初回加算」と「退院・退所加算」のどちらを優先するという定めはありませんので、
それぞれの算定要件を満たしている場合、居宅介護支援事業所の選択により、どちら
の加算を算定しても差し支えありません。
1

